
EmotionTech システム利⽤規約 
 
第 1 章 本システムに関する規定 
 
第 1 条（適⽤） 
1. EmotionTech システム利⽤規約（以下「本規約」といいます）は、株式会

社エモーションテック（以下「当社」といいます）が提供するシステム
（以下「本システム」といいます）の提供条件および本システムをご利⽤
いただく利⽤事業者の皆様（以下「利⽤事業者」といいます）と当社との
間の権利義務関係を定めるものです。本システムのご利⽤に際しては、本
規約の全⽂をお読みください。 

2. 本システムの提供に関して、本規約とは別に契約または規約等（以下「個
別契約等」といいます）が存在する場合があります。この場合、個別契約
等の定めと、本規約の定めとが抵触するときは個別契約等の定めが優先さ
れるものとします。 

3. 本システムの提供に関して、本規約の定めと本規約以外における本システ
ムの説明等が異なる場合、本規約に別途定める場合を除き、本規約の定め
が優先されるものとします。 

4. 本規約の定めのうち、本システムの利⽤を許諾した時点では利⽤事業者に
適⽤されない定めがある場合、当該定めは、事情変更によって将来適⽤可
能になった時点から適⽤されるものとします。 

5. 利⽤事業者が以下のいずれかの⾏為を⾏った場合、本規約に同意したもの
とみなされます。 
・本規約を参照した申込書を当社に提出する、または個別契約等に署名も
しくは記名押印（電磁的記録によるものを含みます）をすること 
・本システムを利⽤すること 

 
第 2 条（再販業者） 
1. 本システムは、当社以外に、当社の承認を得て本システムの全部⼜は⼀部

を⾃らのために販売する第三者（以下「再販業者」といいます）によって
販売される場合があります。この場合、再販業者が販売した本システムに
関する権利義務関係は、利⽤事業者と再販業者が合意した内容で、利⽤事
業者と再販業者との間に成⽴し、当社は、利⽤事業者に対し⼀切の責任を
負いません。ただし、再販業者が利⽤事業者に対して本規約において有す
る権限（第 8 条（料⾦）に関する権限を除く）は、当社も同等にこれを保
持するものとします。 



2.  再販業者が販売した本システムについても本規約が適⽤されるものとし、
この場合、「当社」を「再販業者」と読み替えて、再販業者と利⽤事業者
との間に適⽤します。但し、第 12 条（知的財産権）については、読み替え
をしないものとします。 

3. 再販業者が「パートナー」として、「パートナー提供サービス」を提供す
る場合、当該「パートナー提供サービス」については、「第 3 章 パート
ナー提供サービスに関する規定」が適⽤されます。 

 
第 3 条（定義） 
1. 本規約において、次の各号に掲げる⽤語の定義は、次の各号に定めるもの

とします。 
（1）「アカウント」とは、本システムにおいてユーザーが使⽤する ID お

よびパスワードを意味します 
（2）「回答データ」とは、本システムに含まれるアンケート機能を利⽤し

利⽤事業者が実施するアンケートに対して⼊⼒された回答および当該
回答と同時に送信等されるデータを意味します 

（3）「回答者」とは、本システムに含まれるアンケート機能を利⽤し利⽤
事業者が実施するアンケートに回答した者を意味します。 

（4）「個⼈情報」とは、個⼈情報の保護に関する法律（平成 15年法律第
57号、改正後の規定を含み、以下「個⼈情報保護法」といいます）
において定義される個⼈情報を意味します 

（5）「サービスプライバシーポリシー」とは、本サービスにおける個⼈情
報を含む情報の取扱いについて、本規約の⼀部として当社が別途定め
るものを意味します 

（6）「知的財産権」とは、著作権、特許権、実⽤新案権、意匠権、商標権
その他の知的財産権（それらの権利を取得し、⼜はそれらの権利につ
き登録等を出願する権利を含み、著作権については著作権法第 27条
及び第 28 条に定める権利を含みます。）を意味します 

（7）「当社ウェブサイト」とは、そのドメインが「emotion-tech.co.jp」で
ある、当社が運営するウェブサイト（当社のウェブサイトのドメイン
⼜はその内容が変更された場合は、当該変更後のウェブサイトを含み
ます。）を意味します 

（8）「パートナー」とは、パートナー提供サービスを提供することを当社
が認めた事業者を意味します 

（9）「パートナー提供サービス」とは、本システムを利⽤するサービスで
あって、パートナーが⾃ら利⽤事業者に提供する個別のサービスを意
味します 



（10）「反社会的勢⼒等」とは、第 23 条第 1項において定義される「反社
会的勢⼒等」を意味します 

（11）「レポート」とは、利⽤事業者が当社に提供した回答データその他
のデータを⽤いて本システムにより作成される集計・分析結果等を意
味します 

（12）「ユーザー」とは、第 6条（申込）に基づいて本システムの利⽤者
としての登録がなされた個⼈を意味します 

（13）「ID」とは、本システムの利⽤のために登録したユーザーのメール
アドレスを意味します 

 
第 4 条（本システムの内容） 
1. 当社は、以下のページに掲載された各サービス（以下「本サービス」とい

います」に利⽤されるクラウドシステムの全部または⼀部を本システムと
して利⽤事業者に提供します。本サービスおよび本サービスに係る各プラ
ンにおいて提供される本システムの内容および料⾦等は、当社が別途提⽰
する⾒積書や個別契約等で定めるとおりとします。なお、理由の如何を問
わず本システム⼜は本サービスの名称⼜は内容が変更された場合は、当該
変更後の本システム⼜は本サービスを含むものとします。 
l EmotionTech CX  
l EmotionTech CX ‒ Professional  
l EmotionTech EX 
l EmotionTech EX ‒ Professional 
l EmotionTech IX 

2. 当社は、⽇本国内においてのみ本システムを提供いたします。 
 
第 5 条（本システムの変更等） 
1. 当社は、当社の判断により、本システムの内容の全部または⼀部をいつで

も変更、追加、または廃⽌（以下、本条において「変更等」といいます）
をすることができるものとします。 

2. 当社は、当社が重要と認める変更等を⾏う場合は、当社の定める⽅法によ
り、事前に当該変更等の内容を利⽤事業者に通知するものとします。ただ
し、当該変更等が緊急を要する場合、当該変更等の後、速やかにその内容
を利⽤事業者に通知するものとします。 

3. 当社は、本条に基づき当社が⾏なった変更等によって⽣じた損害について
⼀切の責任を負いません。 

 
第 6条（申込） 



1. 本システムの利⽤を希望する事業者（以下「利⽤希望事業者」といいま
す）は、当社が定める⼀定の情報（以下「申込情報」といいます）を当社
に提供することにより、本システムの利⽤を申請することができます。な
お、当該申請を⾏った⽅は、当該申請により、利⽤希望事業者を代表して
個別契約等を締結する権限を有することを表明し保証したものとします。 

2. 当社は、前項の申請を受理した後、本システムの利⽤の可否を当社の基準
に従って判断し、当社が利⽤を認める場合にはその旨を利⽤希望事業者に
通知します。 

3. 当社は、次の各号のいずれかに該当する場合、本システムの利⽤を認めな
いことがありますが、その理由については⼀切利⽤希望事業者に開⽰する
義務を負いません。 
（1）申込情報の記載に虚偽、誤記、または記載漏れがあった場合 
（2）当社の業務遂⾏上または技術上⽀障がある場合 
（3）利⽤希望事業者が当社の社会的信⽤を失墜させる態様で本システムを

利⽤するおそれがある場合 
（4）過去に当社との契約等に違反したことがある、または当社との契約に

違反するおそれがある場合 
（5）利⽤希望事業者が第 23 条 1項に定める反社会的勢⼒等に該当する者

であると当社が判断した場合 
（6）本システムと類似・競合するシステムもしくはウェブサイトを運営し

ている、その運営に協⼒している、または、ベンチマーク調査のため
に本システムを利⽤しようとしていると当社が判断した場合 

（7）その他、当社が申込を承諾することが相当でないと認める場合  
 
第 7条（申込情報の変更） 
1. 利⽤希望事業者または利⽤事業者は、申込情報について変更が⽣じた場

合、当社が指定する⽅法で当該変更内容を遅滞なく当社に通知するものと
します。 

2. 当社は、利⽤希望事業者または利⽤事業者が前項の通知を怠ったことによ
り、利⽤希望事業者、利⽤事業者または第三者が損害を被った場合であっ
ても、⼀切責任を負わないものとします。 

 
第 8 条（料⾦） 
1. 利⽤事業者が本システムに係るいずれかの有料プランを利⽤する場合、利

⽤事業者は、当社との間で別途提⽰する⾒積書や個別契約等に定める利⽤
条件（料⾦、契約期間に関する定めを含みます）に従うものとします。 

2. 利⽤事業者が当社に対して⽀払うべき料⾦について⽀払期⽇を経過しても
お⽀払いがない場合、利⽤事業者は、⽀払期⽇の翌⽇から起算して⽀払い



の⽇の前⽇までの期間について、年 14.6%の割合で計算して得た額を遅延
損害⾦として当社に対して⽀払うものとします。 なお、年あたりの割合
は、閏年の⽇を含む期間についても 365 ⽇あたりの割合とします。 

3. 第 19条（当社による利⽤停⽌または解除）および第 20条（解約等）に基
づく利⽤停⽌、解除または解約等があった場合であっても、当社は、料⾦
の⽇割り計算および払い戻しは⾏わないものとし、利⽤事業者は、利⽤停
⽌、解除または解約⽇に関わらず、個別契約等に定める契約期間分の料⾦
を当社に⽀払うものとします。 

4. 利⽤事業者が有料プランを利⽤する場合、物価変動その他予期することの
できない事由に基づく経済情勢の激変等により、個別契約等に定める料⾦
が不相当となった場合には、当社と利⽤事業者とが別途協議して価格を変
更することができるものとします。 

 
第 9条（アカウント） 
1. 当社は、本システムへアクセスする権限を、利⽤事業者が指定する ID に付
与します。アクセス権を付与できる ID数は、個別契約等の内容により定め
るものとします。 

2. 利⽤事業者は、1 つの ID につき 1 名分の本システムへのアクセス権を有す
るものとします。当社は、1 つの ID をユーザーと他者により同時に利⽤す
ることを許諾しません。これに違反すると当社が認めた場合、当社は利⽤
事業者の本システム利⽤の⼀時的な停⽌、個別契約等の解除を⾏うことが
できるものとします。 

3. 利⽤事業者は、本システムの利⽤に際して取得または設定した ID・パスワ
ード（以下「アカウント」といいます）を⾃⼰の責任において適切に管理
するものとし、これらの管理不⼗分、使⽤上の過誤、第三者の使⽤等によ
って⽣じた損害について、当社は⼀切の責任を負いません。 

4. 利⽤事業者は、⾃らが本システムへのアクセス権を付与すべく指定したユ
ーザーに対し、本システム利⽤開始にあたって本規約の内容を説明すると
ともに、本規約を遵守させる義務を負うものとします。ユーザーが本規約
に違反した場合は、利⽤事業者が本規約に違反したものとみなします。 

5. 利⽤事業者は、アカウントを失念した場合、または盗⽤された場合は、速
やかに当社に連絡し、その指⽰に従うものとします。 

6. 利⽤事業者は、アカウントを第三者に譲渡・移転したり、売買、質権の設
定その他の担保に供したりする等、その他⼀切の処分⾏為はできないもの
とします。 

7. ユーザーは次の各号に定める場合には、ユーザーとしての地位を失い、本
システムを利⽤することができなくなるものとします。 



（1）退職その他の理由により、利⽤事業者の役員、従業員または派遣社員
ではなくなった場合 

（2）その他、当社または利⽤事業者により本システムを利⽤することがふ
さわしくないと判断された場合 

8. 前項各号に該当しユーザーがユーザーとしての地位を失った場合、利⽤事
業者は、当該ユーザーに本システムを利⽤させてはならないものとし、利
⽤事業者⾃らの責任でアカウント設定の変更、利⽤権限の削除、その他当
該ユーザー資格喪失者による本システムの利⽤を不可能とするために必要
な措置を講じるものとします。 

 
第 10条（委託） 
1. 当社は、本システムに関する開発、デザイン、保守・運⽤等の業務の全部

または⼀部を当社の責任において、第三者に委託することがあります。こ
の場合、当社は、委託先を適切に選定し、必要かつ適切な監督を⾏いま
す。また、当社は、利⽤事業者の指⽰に基づいて委託を⾏なった場合を除
き、委託先の⾏為について⼀切の責任を負うものとします。 

2. 当社は、前項に定める場合を除き、本システムを利⽤する利⽤事業者から
何らかの業務の委託を受けた場合であっても、利⽤事業者による事前の書
⾯等（電⼦的な⽅法を含む）による承諾がある場合を除き、当該業務を第
三者に委託することはありません。 

 
第 11 条（外部連携サービス） 
1. 利⽤事業者は、本システムに関して提供される外部連携サービスを利⽤で

きる場合があります。利⽤事業者が外部連携サービスを利⽤する場合、利
⽤事業者は⾃らの意思で当該連外部携システムを利⽤し、当該外部連携サ
ービスの利⽤により⽣じるすべての結果について⾃ら責任を負うものとし
ます。 

2. 当社は、当社以外の事業者が提供するサービスであって本システムと連携
して利⽤できるサービス（以下「外部連携サービス」といいます）の利⽤
によって⽣じる本システム上のデータ等の開⽰、変更、または削除等につ
いて⼀切の責任を負いません。 

3. 当社は、当社の判断により、外部連携サービスの内容の全部もしくは⼀部
をいつでも変更、追加または廃⽌（以下。本条において「変更等」といい
ます）をすることができるものとします。当社は、当該変更等の内容につ
いて、当社の定める⽅法により利⽤事業者に通知するよう努めます。当社
は、当該変更等によって⽣じた損害について⼀切の責任を負いません。 



4. 利⽤事業者が外部連携サービスの利⽤規約等に違反した場合には、当社
は、本システムに係る個別契約等の解除その他の必要な措置を⾏うことが
できるものとします。 

 
第 12 条（知的財産権） 
1. 本システムまたは当社ウェブサイトにおいて、当社が利⽤事業者に提供す

るソフトウェア、プログラム、各種データ（回答データを除きます）、グ
ラフ、画像、映像、⽂章、その他⼀切の情報（レポート等の分析結果に含
まれる情報を含みます）（以下「コンテンツ等」といいます）に関する知
的財産権は、当社または当社にその利⽤を許諾した者に帰属しており、利
⽤事業者に対して本規約に定める以上の使⽤許諾または権利の譲渡を⾏う
ものではありません。 

2. 利⽤事業者は、コンテンツ等について次の各号のとおり取扱うものとしま
す。  
（1）利⽤事業者は、コンテンツ等を利⽤事業者の事業上必要な範囲で、利

⽤事業者の役員、従業員、および派遣社員に閲覧させ、使⽤させるこ
とができます 

（2）利⽤事業者は、当社に無断でコンテンツ等の第三者への販売（有償で
あるか無償であるかを問いません）その他の商⽤利⽤（以下「商⽤利
⽤等」といいます）をすることはできません。利⽤事業者は、コンテ
ンツ等を商⽤利⽤等する場合は、当社の許諾を得た上で当社に対し所
定の利⽤料を⽀払う必要があります 

（3）利⽤事業者は、当社または当社に利⽤を許諾した者が表⽰した商標権
または著作権表⽰等を削除または変更することはできません 

（4）利⽤事業者は、レポート等の分析結果に含まれるグラフ、画像、映
像、⽂章、その他⼀切の情報を第 16条（秘密情報の取扱い）の定め
に従い取扱うものとします 

（5）利⽤事業者は、当社が編集・加⼯等したデータを第 16条（秘密情報
の取扱い）の定めに従い取扱うものとします 

3. 利⽤事業者が本システムの⼀部であるアンケート機能を利⽤して取得した
回答データの知的財産権は、当該回答データの回答者または利⽤事業者に
帰属するものとします。 

4. 本システムまたは当社ウェブサイト上に表⽰される企業名、商品名、シス
テム名その他の名称（以下「商標等」といいます）には、当社または第三
者が商標権その他の使⽤権を有する名称が含まれます。当社は、商標等が
当社または第三者の登録商標であることを、本システムまたは当社ウェブ
サイト上に記載することがありますが、この記載がない商標であっても当
社または第三者が使⽤権を有している場合があり、利⽤事業者またはその



他の第三者に対し当該商標等を譲渡し、または使⽤許諾するものとは解釈
されないものとします。 

5. 利⽤事業者は、本システムに関する知的財産権について、当社の許諾な
く、その登録を出願し、移転を申請し、または⾏使してはならないものと
します。 

 
第 13 条（禁⽌事項） 
1. 利⽤事業者は、本システムの利⽤にあたり、以下の各号のいずれかに該当

する⾏為または該当すると当社が判断する⾏為をしてはなりません。当社
は、以下の各号のいずれかに該当すると当社が判断した場合、本システム
の申込または利⽤を拒否することができます。 
（1）法令に違反する⾏為、犯罪⾏為、またはそれらを幇助する⾏為 
（2）当社、利⽤事業者の従業員、回答者、または第三者に不利益もしくは

損害を与える⾏為、またはそのおそれのある⾏為  
（3）公序良俗に反する⾏為 
（4）当社、利⽤事業者の従業員、回答者、または第三者の知的財産権を侵

害するまたは利益を侵害する⾏為 
（5）本システムを通じ、以下に該当し、または該当すると当社が判断する

情報を当社または利⽤事業者の従業員、回答者、または第三者に送信
（電⼦メール、アンケートとしての提供等⽅法のいかんをといませ
ん。以下、本条において同じ。）する⾏為 
イ) 暴⼒的または残虐な表現を含む情報 
ロ) コンピューター・ウィルスその他の有害なコンピューター・プロ
グラムを含む情報 

ハ) 当社、本システムの他の利⽤者またはその他の第三者の名誉また
は信⽤を毀損する表現を含む情報 

ニ) わいせつな表現を含む情報 
ホ) 差別を助⻑する表現を含む情報 
ヘ) ⾃殺、⾃傷⾏為を助⻑する表現を含む情報 
ト) 薬物の不適切な利⽤を助⻑する表現を含む情報 
チ) 反社会的な表現を含む情報 
リ) 他⼈に不快感を与える表現を含む情報 

（6）本システムのネットワークまたはシステム等に過度な負荷をかける⾏
為 

（7）当社が提供するソフトウェアその他のシステムに対するリバースエン
ジニアリングその他の解析⾏為 

（8）本システムの運営を妨害するおそれのある⾏為 



（9）当社のネットワークまたはシステム等への不正アクセス⾏為 
（10）第三者に成りすます⾏為、当社による本⼈確認を困難にする⾏為 
（11）他⼈のアカウントを利⽤する⾏為 
（12）複数名が同⼀のアカウントを利⽤する⾏為 
（13）当社が事前に許諾しない本システム上での宣伝、広告、勧誘、また

は営業⾏為 
（14）本システムの他の利⽤事業者の情報を収集する⾏為 
（15）反社会的勢⼒等である、または資⾦提供その他を通じて反社会的勢

⼒等の維持、運営もしくは経営に協⼒もしくは関与する等反社会的勢
⼒等との何らかの交流もしくは関与を⾏っている団体に関与する⾏為 

（16）前各号の⾏為を直接または間接に惹起し、または容易にする⾏為 
（17）前各号の⾏為を試みること 
（18）その他、当社が不適切と判断する⾏為 

 
第 14 条（利⽤事業者情報の取扱い） 
1. 当社は、利⽤事業者より提出いただいた申込情報および ID 等の利⽤事業者

に関する情報（以下「利⽤事業者情報」という）をサービスプライバシー
ポリシーに従い取扱います。 

2. 当社から利⽤事業者に対する本システムに関する連絡または通知は、利⽤
事業者情報に含まれるメールアドレスに電⼦メールを送る⽅法その他当社
の定める⽅法によって⾏うものとします。当社が利⽤事業者情報に含まれ
るメールアドレスその他の連絡先に対して連絡または通知を⾏った場合、
利⽤事業者は当該連絡または通知を受領したものとみなします。 

3. 利⽤事業者から当社に対する本システムに関する問い合わせその他の連絡
または通知は、当社の定める⽅法で⾏うものとします。 

4. 当社は、以下に定める各号に該当する場合、利⽤事業者情報を第三者に開
⽰することができるものとします。  
（1）利⽤事業者が、当社が提供する本システムに加えて、外部連携サービ

スに申込する場合であって、当該申込に関する⼿続きに必要な利⽤事
業者情報を当該外部連携サービスを提供する事業者に対して開⽰する
場合 

（2）利⽤事業者が外部連携サービスを利⽤する場合、外部連携サービスを
提供する事業者が利⽤事業者からのお問合せ等に対して調査、回答等
を⾏うにあたり、利⽤事業者情報等を必要とする場合 

（3）法令に基づく場合 
（4）⼈の⽣命、⾝体または財産の保護のために必要がある場合であって、

本⼈の同意を得ることが困難である場合 



（5）公衆衛⽣の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要があ
る場合であって、本⼈の同意を得ることが困難である場合  

 
第 15 条（回答データ等の取扱い） 
1. 利⽤事業者は、当社に対し回答データを提供し、その取扱いを委託するも

のとします。 
2. 前項の回答データに個⼈情報を含む場合、当該個⼈情報を含む回答データ

について以下に定める各号のとおり取扱うものとします。 
（1）利⽤事業者は当該個⼈情報を含む回答データの取得、利⽤、および提

供等について個⼈情報保護法等の法令または個⼈情報の保護に関する
法律についてのガイドライン等に定められた⼿続きを実践しているこ
とを保証するものとします 

（2）当社は、当該個⼈情報を含む回答データをサービスプライバシーポリ
シーの定めに従い取扱うものとします 

（3）当社は、当該個⼈情報を含む回答データが、回答者のプライバシーの
保護に重⼤な懸念を⽣じる合理的なおそれがあると判断した場合、利
⽤事業者に事前通知のうえ当該回答データの全部または⼀部を削除す
ることができるものとします 

3. 当社は、利⽤事業者から提供された回答データ（個⼈情報を含む回答デー
タを除く）およびその他のデータ（利⽤事業者情報を除く）（以下「回答
データ等」という）について、以下の各号に定める⽬的に利⽤する権限を
有するものとします。当社は、以下の⽬的以外の⽬的で、回答データ等に
アクセスすることはございません。 
（1）利⽤事業者から受託した業務を遂⾏するため 
（2）本システムおよび本サービスの安全で適切な運営のため 
（3）本システムおよび本サービスの品質向上、開発のため 
（4）本システムのセキュリティ精度向上のため 
（5）利⽤事業者に対するサービスサポートのため 

4. 利⽤事業者は、回答データ等および個⼈情報を含む回答データにかかる利
⽤事業者、回答者または第三者の著作権その他⼀切の知的財産権につい
て、当社に対し、本システムの提供および本条第 3項各号に定める⽬的の
ために利⽤する権限を付与し、または回答者もしくは第三者をして付与せ
しめるものとします。 

5. 利⽤事業者は、前項に違背したこと等により回答者またはその他第三者と
紛争を⽣ぜしめた場合には利⽤事業者の責任および負担においてこれを解
決するものとします。 

6. 利⽤事業者は、当社が、裁判所、その他の法的な権限のある官公庁の命令
等により利⽤事業者が提供した回答データ等の開⽰ないし提出を求められ



た場合には、かかる命令等に従って当該回答データ等および個⼈情報を含
む回答データを当社が開⽰ないし提出をすることがあることを承諾し、か
かる開⽰ないし提出に対して異議を述べないものとします。 

7. 当社は、本条に基づき当社が⾏った措置によって⽣じた損害について⼀切
の責任を負いません。 
 

第 16条（秘密情報の取扱い） 
1. 利⽤事業者および当社は、本システムに関連して相⼿⽅から開⽰を受けた

⼀切の情報（以下「秘密情報」といいます）について、相⼿⽅の事前の書
⾯等（メール等の電磁的な⽅法を含みます）による承諾がある場合を除
き、第三者に開⽰、提供または漏洩してはならないものとします（ただ
し、本規約に別段の定めがある場合を除きます。）。ただし、次の各号の
いずれかに該当するものについては秘密情報には該当しないものとしま
す。 
（1）開⽰を受けたときに既に保有していた情報 
（2）開⽰を受けた後、秘密保持義務を負うことなく第三者から正当に⼊⼿

した情報 
（3）開⽰を受けた後、相⼿⽅から開⽰を受けた情報に関係なく独⾃に取得

し、または創出した情報 
（4）開⽰を受けたときに既に公知であった情報 
（5）開⽰を受けた後、⾃⼰の責めに帰し得ない事由により公知となった情

報 
2. 前項の定めにかかわらず、法令等もしくは証券取引所規則の規定に基づい

て秘密情報の開⽰を要求された場合、または裁判所、官公庁もしくは捜査
機関等の公的機関から秘密情報の開⽰を要求された場合には、利⽤事業者
および当社は、必要最⼩限の範囲内で秘密情報の開⽰等を⾏うことができ
ます。なお、当該開⽰を⾏った場合、利⽤事業者および当社は、法令上可
能な範囲で、当該開⽰後遅滞なく相⼿⽅にその旨を通知するものとしま
す。 

 
第 17条（個⼈情報の取扱い） 
1. 当社は、個⼈情報（回答データに個⼈情報が含まれる場合の当該個⼈情報

を含みます。以下、本条において同じ。）について、利⽤事業者の委託に
基づき提供を受けるものとします。利⽤事業者が個⼈情報を本システムに
アップロードする等により当社に提供した場合、利⽤事業者は、本システ
ムの利⽤のために当社に個⼈情報の取扱いを委託したものとします。な
お、当社は利⽤事業者から提供された個⼈情報について、本システムの不
具合対応等の必要性が認められる場合、利⽤事業者の同意がある場合、利



⽤事業者から委託を受けた業務の遂⾏のために必要がある場合、または本
システム若しくは本サービスの運営に必要がある場合を除きアクセスしな
いものとします。 

2. 当社は、利⽤事業者から委託された個⼈情報を当社が別途定めるサービス
プライバシーポリシーに従い取扱います。 

3. 利⽤事業者が当社に個⼈情報の取扱いを委託するに際しては、利⽤事業者
⾃⾝が個⼈情報保護法等の法令またはガイドライン等に定める⼿続きを履
践していることを保証するものとします。 

4. 当社は、利⽤事業者から委託された個⼈情報について、漏えい、滅失また
は毀損等の事故が発⽣した場合、個⼈情報保護法に基づきその事実を速や
かに利⽤事業者に報告するとともに、原因の調査を⾏い、事故の拡⼤防⽌
に必要な措置を講ずるものとします。また、再発防⽌策を検討し、再発防
⽌に必要な措置を講ずるものとします。 

 
第 18 条（本システムの停⽌等） 
1. 当社は、本システムについて、随時メンテナンスを⾏います。メンテナン

ス時には、システムの⼀時停⽌または全部もしくは⼀部の機能が利⽤でき
ないことがあります。 当社は、メンテナンスの実施について、当社の定め
る⽅法により事前に利⽤事業者に通知するよう努めます。 

2. 当社は以下のいずれかに該当する場合には、利⽤事業者に事前に通知する
ことなく、本システムの全部または⼀部の提供を停⽌または中断できるも
のとします。 
（1）本システムのメンテナンスを緊急に⾏う場合 
（2）コンピューターまたは通信回線等が事故により停⽌した場合 
（3）本システムの提供に必要な外部システムの提供または利⽤が遮断され

た場合 
（4）地震、落雷、⽕災、⾵⽔害、停電、疾病の蔓延、天災地変等の不可抗

⼒により本システムの運営ができなくなった場合 
（5）その他、当社が停⽌または中断を必要と判断した場合 

3. 当社は利⽤事業者または第三者からの緊急停⽌要請に関して原則としてこ
れを受け付けません。 

4. 当社は、本条に基づき当社が⾏った措置によって⽣じた損害について⼀切
の責任を負いません。 

 
第 19条（当社による利⽤停⽌または解除） 
1. 当社は、利⽤事業者が以下の各号のいずれかの事由に該当する場合、事前

の通知または催告をすることなく、本システム上保存されているデータ
（利⽤事業者情報、回答データ等、および個⼈情報を含む回答データを含



みますが、これに限られません。）の削除、本システム利⽤の⼀時的な停
⽌、個別契約等の解除を⾏うことができるものとします。 
（1）本規約のいずれかの条項に違反した場合 
（2）申込情報に虚偽の事実があることが判明した場合 
（3）当社からの問い合わせその他の回答を求める連絡に対して 14⽇間以

上応答がない場合 
（4）⽀払停⽌若しくは⽀払不能となり、または破産⼿続開始、⺠事再⽣⼿

続開始、会社更⽣⼿続、特別清算開始若しくはこれらに類する⼿続の
開始の申⽴てがあった場合 

（5）その他、当社が利⽤事業者の本システムの利⽤、または本システムに
関する契約の継続を適当でないと判断した場合 

2. 前項各号のいずれかの事由に該当した場合、利⽤事業者は、当社に対して
負っている債務の⼀切について当然に期限の利益を失い、直ちに当社に対
して全ての債務の履⾏を⾏わなければなりません。 

3. 個別契約等により契約期間が⾃動更新と定められている場合であっても、
当社は、当該⾃動更新が⾏われる⽇の 30 ⽇前に利⽤事業者に通知すること
により、利⽤契約を更新しないことができるものとします。 

4. 当社は、本条に基づき当社が⾏った措置によって⽣じた損害について⼀切
の責任を負いません。 

 
第 20条（解約等） 
1. 利⽤事業者は、個別契約等に特段の定めのない限り、契約期間が満了する
⽇の 30 ⽇前までに当社所定の⽅法で当社に通知することにより、個別契約
等を解約することできます。 

2. 前項の解約の時点において利⽤事業者が当社に対して債務を負っている場
合、利⽤事業者は、当社に対する債務の⼀切について当然に期限の利益を
失い、直ちに当社に対する債務の全てについて履⾏しなければなりませ
ん。 

3. 利⽤事業者は、個別契約等が終了した場合（終了理由の如何を問いませ
ん）、直ちに本システムの利⽤を中⽌するものとします。 

4. 利⽤事業者は、個別契約等が終了後、当社の秘密情報（複製物を含みま
す。）を、当社の指⽰に従い、速やかに返却または削除するものとしま
す。 

5. 当社は、個別契約等の終了後、利⽤事業者から提供された回答データに関
する個⼈情報を速やかに削除するものとします。 

6. 利⽤事業者は、個別契約等の契約期間中または契約期間の終了後であって
当社が通知する期間内において、⾃らの責任において回答データ等のバッ
クアップその他の保存処置を講ずることができるものとします。利⽤事業



者が⾃らの責任おいて保存処置を講じず、当社が通知する期間経過後に、
当社が利⽤事業者に関するデータ等を削除した場合であっても、当社は⼀
切の責任を負いません。 
 

第 21 条（制限および免責事項） 
1. 利⽤事業者は、本システムを利⽤事業者が利⽤する為に必要な環境や設備

（インターネット回線、パソコン等のハードウェア、ウェブブラウザ等の
ソフトウェア等を含みますが、これらに限りません。）を⾃⼰の責任と費
⽤において適切に⽤意する必要があり、当社は、これらの⽤意に関する責
任を負いません。 

2. 当社は、本システムが利⽤事業者の特定の⽬的に適合すること、期待する
機能・商品的価値・正確性・有⽤性を有すること、利⽤事業者による本シ
ステムの利⽤が利⽤事業者に適⽤のある法令または業界団体の内部規則等
に適合すること、回答データが正確であること、本システムに不具合が⽣
じないことについて、保証するものではありません。 

3. 当社は、本システムまたは当社ウェブサイトにリンクが付された第三者が
運営するサイトに関して、いかなる保証もいたしません。また、当社は、
リンク先で⽣じた損害や当該サイトの利⽤者同⼠のトラブル等に関して、
いかなる補償および関与をいたしません。 

4. 当社は、本システムの利⽤不能または本システムの利⽤による機器の故障
若しくは損傷によって⽣じた損害、その他の第三者の⾏為に起因して⽣じ
た損害について、⼀切の責任を負いません。 

5. 本システムまたは当社ウェブサイトに関連して利⽤事業者と他の利⽤者ま
たは第三者との間において⽣じた取引、連絡若しくは紛争等について、当
社は⼀切の責任を負いません。もしそれらに関連して当社に費⽤が発⽣し
た場合または当社が賠償⾦の⽀払いを⾏った場合には、利⽤事業者は当社
に対して、当該費⽤（弁護⼠等の専⾨家の費⽤を含む）および賠償⾦を補
償するものとし、当社は利⽤事業者にこれらの合計額の⽀払いを請求でき
るものとします。 
 

第 22 条（損害賠償） 
1. 当社は、本規約の各条項に定める限度で本システムに起因または関連する

責任を負うものとし、本規約において保証しないまたは責任を負わないと
している事項および利⽤事業者の責任としている事項については、責任を
負わないものとします。 

2. 前項のほか、何らかの理由により当社が責任を負う場合であっても、当社
は、付随的損害、間接損害、特別損害、将来の損害および逸失利益にかか
る損害については、賠償する責任を負わないものとします。また、かかる



場合において当社が負う損害賠償責任の額は、損害の事由が⽣じた時点か
ら遡って過去 1ヶ⽉間に当社が本システムに関して利⽤事業者から受領し
た料⾦の総額を上限とします。 

 
第 23 条（反社会的勢⼒の排除） 
1. 利⽤事業者および当社は、相⼿⽅に対し、⾃⼰または⾃⼰の役員若しくは

⾃⼰の従業員が、現時点において、暴⼒団、暴⼒団員、暴⼒団員でなくな
ったときから 5年を経過しない者、暴⼒団準構成員、暴⼒団関係企業、総
会屋等、社会運動標榜ゴロまたは特殊知能暴⼒集団等、その他これらに準
ずる者（以下これらを「反社会的勢⼒等」といいます）に該当しないこと
および各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても
該当しないことを確約するものとします。 
（1）暴⼒団員等が経営を⽀配しているまたは経営に実質的に関与している

と認められる関係を有すること 
（2）⾃⼰または第三者の不正の利益を図る⽬的または第三者に損害を加え

る⽬的をもってする等、不当に暴⼒団員等を利⽤していると認められ
る関係を有すること 

（3）暴⼒団員等に対して資⾦等を提供し、または便宜を供与する等の関係
を有すること 

（4）役員または経営に実質的に関与している者が暴⼒団員等と社会的に⾮
難されるべき関係を有すること 

2. 利⽤事業者および当社は、前項の表明および確約に反して、相⼿⽅または
相⼿⽅の役員若しくは相⼿⽅の従業員が暴⼒団員等または前項の各号のい
ずれかに該当することが判明したときは、何らの催告をせず、個別契約等
を解除することができるものとします。 

 
第 2 章 パートナー提供サービスに関する規定 
 
第 24 条 （パートナー提供サービスの利⽤） 
1. パートナーは、本システムを利⽤したパートナー提供サービスを利⽤事業

者に対し直接提供する場合があります。 
2. 前項の場合、利⽤事業者がパートナーの定める⽅法によりパートナー提供

サービスの利⽤申込をし、パートナーが利⽤事業者に対し利⽤許諾の通知
を発信した時点をもって、パートナーと利⽤事業者との間で直接にパート
ナー提供サービスに関する契約（以下「パートナー提供サービス契約」と
いいます）が成⽴するものとします。 

 
第 25 条 （パートナー提供サービスに関する料⾦の⽀払い） 



パートナー提供サービスに関する料⾦の⽀払いは、利⽤事業者からパート
ナーへ直接⽀払う⽅法により⾏うものとします。パートナーへの⽀払⽅
法、⽀払⾦額、⽀払期限等については、利⽤事業者とパートナーとの間で
別途定めるものとします。 

 
第 26条 （利⽤事業者とパートナーとの関係） 

当社は、パートナー提供サービス契約の内容・履⾏、料⾦の⽀払い、パー
トナーへのクレーム・損害賠償等、その他パートナー提供サービス契約に
関する事項について⼀切の責任を負わず、何らの対応もいたしません。利
⽤事業者は、パートナー提供サービス契約に関して何らかの問題等が⽣じ
た場合には、⾃らの責任と費⽤負担において、パートナーに対して直接問
い合わせをする等、パートナーとの間で当該問題を解決しなければならな
いものとします。 

 
第 3 章 本規約に関する規定 
 
第 27条（本規約等の変更） 
1. 当社は、利⽤事業者の⼀般の利益に適合する場合、または社会情勢、経済

事情若しくは本システムに関する実情の変化若しくは法令の変更その他合
理的な事由があると認められる場合には、⺠法の定型約款の変更に係る規
定に基づき、本規約の⽬的に反しない範囲で本規約の内容を変更できるも
のとします。 

2. 当社は、前項の定めに基づいて本規約の変更を⾏う場合は、変更後の利⽤
規約の内容を、当社ウェブサイト上に表⽰しまたは当社の定める⽅法によ
り利⽤事業者に通知することで利⽤事業者に周知するものとし、その周知
の際に定める 1週間以上の相当な期間を経過した⽇から、変更後の利⽤規
約が適⽤されるものとします。 

3. 当社は、本条第 1項の定めに基づかずに本規約の変更を⾏う場合は、変更
後の利⽤規約の内容について利⽤事業者の同意を得るものとします。この
場合も、当社は、変更後の利⽤規約の内容を前項の定めに従って周知する
ものとします。なお、当該変更後の利⽤規約が適⽤た⽇以後、利⽤事業者
が本システムを利⽤した場合または当該変更に起因する当社所定の解約の
⼿続きをとらなかった場合には、利⽤事業者は当該変更後の利⽤規約の内
容に同意したものとみなします。 

 
第 28 条（契約上の地位の譲渡等） 



1. 利⽤事業者は、当社の書⾯による事前の承諾なく、本規約上の地位または
本規約に基づく権利若しくは義務につき、第三者に対し、譲渡、移転、担
保設定、その他の処分はできません。 

2. 当社は、本システムにかかる事業を他社に譲渡した場合には、当該譲渡に
伴い個別契約等上の地位、本規約に基づく権利および義務並びに利⽤事業
者に関する情報その他の顧客に関する情報を当該譲渡の譲受⼈に提供でき
るものとし、利⽤事業者は、かかる譲渡につき本項において予め同意した
ものとします。なお、本項に定める事業譲渡には、会社法上の事業の譲渡
のみならず、会社分割その他事業が移転するあらゆる場合を含むものとし
ます。 

 
第 29条（分離可能性） 

本規約のいずれかの条項の全部または⼀部が法令等により無効または執⾏
不能と判断された場合であっても、本規約における残りの条項、および条
項の⼀部が無効または執⾏不能と判断された場合の当該条項の残りの部分
は、継続して完全に効⼒を有するものとします。 

 
第 30条（準拠法および管轄裁判所） 
1. 本規約並びに本システムおよび本サービスに起因または関連する⼀切の紛
争についての準拠法は、⽇本法とします。 

2. 本規約または本サービスに起因または関連する⼀切の紛争については、東
京地⽅裁判所を第⼀審の専属的合意管轄裁判所とします。 
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